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IPCCIPCCとはとは
設立 世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）により1988年に設立された

国連の組織

任務 各国の政府から推薦された科学者の参加のもと、地球温暖化に関する科学的・
技術的・社会経済的な評価を行い、得られた知見を政策決定者を始め広く一
般に利用してもらうこと

構成 最高決議機関である総会、３つの作業部会及びインベントリー・タスクフォース
から構成

IPCC
総会

第1作業部会（WGⅠ）：科学的根拠
気候システム及び気候変化についての評価を行う。

IPCCの組織

第2作業部会（WGⅡ）：影響、適応、脆弱性
生態系、社会・経済等の各分野における影響及び適応策についての評価を行う。

第3作業部会（WGⅢ）：緩和策
気候変化に対する対策（緩和策）についての評価を行う。

インベントリー・タスクフォース
各国における温室効果ガス排出量・吸収量の目録に関する計画の運営委員会。

IPCC IPCC ：： Intergovernmental Panel on Climate ChangeIntergovernmental Panel on Climate Change
（気候変動に関する政府間パネル）（気候変動に関する政府間パネル）



第第44次評価報告書（次評価報告書（AR4AR4）とは）とは
• IPCCは、これまで3回、温暖化の予測・影響・対策等に関する評価報告書を公表。
• 第3次評価報告書（TAR）完成後、2002年4月に第4次評価報告書（AR4）の作成が
決定。

• 評価報告書は、WGⅠ、WGⅡ、WGⅢの各ワーキンググループの評価報告書と統
合報告書からなり、各WGの評価報告書はSPM※1、TS※2といった要約及び個別章
から構成される。 ※1：Summary for Policy-makers（政策決定者向け要約）

※2：Technical Summary（技術要約）

これまでに公開されたIPCC評価報告書

１９９０年：第１次評価報告書(FAR)

１９９５年：第２次評価報告書(SAR)

２００１年：第３次評価報告書(TAR)

２００７年：第４次評価報告書(AR4)

第４次評価報告書作成スケジュール

○第１作業部会（科学的根拠）報告書
1月29日～２月１日：第１作業部会総会（フランス・パリ）で審

議・採択（SPMの承認と本文の受諾）

○第２作業部会（影響・適応・脆弱性）報告書
４月２日～４月５日：第２作業部会総会（ベルギー・ブリュッセ

ル）で審議・採択

○第３作業部会（緩和策）報告書
４月30日～５月３日：第３作業部会総会（タイ・バンコク）で審

議・採択

○統合報告書
11月12日～11月16日：第27回IPCC総会（スペイン・バレンシ

ア）で審議・採択の予定

※各作業部会総会において採択された、作業部会報告書については、
５月４日に開催された第26回IPCC総会（タイ・バンコク）で受諾された



WG1 WG1 第４次報告書第４次報告書((自然科学的根拠）の要点自然科学的根拠）の要点

１ 温暖化の原因は人為起源の温室効果ガスとほぼ断定

２ ２００６年までの１２年間は最も高い気温

３ 過去100年間で０．７４℃気温上昇
４ ２１世紀末で１．１～６．４℃気温上昇

５ 海面上昇１８～５９ｃｍ

６ ２０３０年までは１０年あたり０．２℃昇温

７ 熱帯低気圧が強まる

８ ２１世紀後半で、北極海氷消滅

９ 海洋の酸性化

１０ 海洋、陸地とも二酸化炭素の取り込み減少



○過去100年間で世界平均気温が0.74℃上昇

○最近50年間の気温上昇傾向は、過去100年間のほぼ２倍

温暖化が加速温暖化が加速

平均地上気温 （1961～1990年の平均気温との偏差）

出典：AR4 第3章 FAQ 3.1 図 1 

線形トレンド

データからひいた曲線

10年ごとの誤差範囲
(5~95%)

100年間の上昇ライン

50年間の上昇ライン

最近２５年間



・地球の平均気温
ここ１００年で０．74℃
・日本の平均気温
ここ１００年で１．０℃上昇
（東京は３℃）
・この100年間で、北極の気温
は、世界全体の平均気温のほ
ぼ2倍の速さで上昇している。
・1978年以降の衛星データに
よると、北極の平均海氷範囲
（面積）は、10年間あたり2.7％
の減少。
・特に夏季においては、10年間
あたり7.4％と、より大きな減少
傾向にある。

出典：ＮＡＳＡ

北極の氷の変化（９月）

北極の氷が溶けている北極の氷が溶けている



２００３年欧州熱波の影響２００３年欧州熱波の影響

図 最高・最低気温と死者数（フランス）

２００３年の欧州の熱波は多大な人的、施設や資産の被害をもたらしたが、生態系にも影響
を与えたことがわかっている。
・欧州熱波は植生や生態系にも影響をあたえ、とくに干ばつの影響が大きく、ＧＰＰ（純一次
生産量）が３０％減少し、このため５億トンの炭素が放出されたと見積もられている。
・干ばつは広範囲に山火事を引き起こし、森林や動植物に被害をもたらした。

出典： Pirard, P., et al., 2005：EUROSURVEILLANCE, 10（7–9）, 153-156.;
Ciais, P. et al., 2005:, Nature, 437, 529-533.



予測予測シナリオシナリオ

Ａ1Ｂ

Ａ1Ｔ

Ａ1ＦI

Ａ1 「高成長型社会シナリオ」

Ａ2 「多元化社会シナリオ」

Ｂ1

Ｂ2 「地域共存型社会シナリオ」
• 地域的な問題解決や世界の公平性を重視し、経済成長はやや低い。

• 環境の保全と、経済の発展を地球規模で両立する。

• 世界経済や政治がブロック化され、
貿易や人・技術の移動が制限。

• 環境問題等は、各地域で解決が図られる。

• 経済成長は低く、環境への関心も相対的に低い。

• 世界中がさらに経済成長し、
教育、技術等に大きな革新が生じる。

： 化石エネルギー源を重視

： 非化石エネルギー源を重視

(新エネルギーの大幅な技術革新)

： 各エネルギー源のバランスを重視

「持続的発展型社会シナリオ」

出典：環境省「地球温暖化パネル」



世界世界平均平均地上気温地上気温 〈〈予測予測〉〉

A2、A1B、B1シナリオにおける地上昇温のマルチモデル平均

出典：AR4 Final Draft 第10章 図10.4

• 予測シナリオ※の範囲で
は、今後20年間に、10

年あたり約0.2℃の割合

で気温が上昇することが

予測される。

今後20年間に、10年で
0.2℃の割合で上昇

世
界
の
地
上
に
お
け
る
気
温
上
昇(

℃)
年

20世紀

2000年の濃度で一定

出典：AR4 SPM

B1 ： 1.8℃ (1.1～2.9℃)
A1T ： 2.4℃ (1.4～3.8℃) 
B2 ： 2.4℃ (1.4～3.8℃) 
A1B ： 2.8℃ (1.7～4.4℃) 
A2 ： 3.4℃ (2.0～5.4℃) 
A1FI ： 4.0℃ (2.4～6.4℃)



WG2 WG2 第４次報告書第４次報告書((影響、適応、脆弱性影響、適応、脆弱性))の要点の要点

①温暖化の影響が世界中で顕在化・深刻化
（温暖化影響の検出）

②気温上昇と影響・リスクの知見が充実

(鍵となる脆弱性とリスク)
③異常気象と温暖化（欧州熱波、ハリケーン）

④海洋の酸性化など新たな知見

⑤影響低減のための適応策

⑥適応策と削減策（コストと被害）

⑦温暖化と持続可能な開発



温暖化影響に関する科学的知見の向上温暖化影響に関する科学的知見の向上＜現状＞＜現状＞

世界各地で観測※1された物理・生物環境※2の変化と温暖化の相関

・全ての大陸とほとんどの海洋において、多くの自然環境が、地域的な気候の変
化、特に気温の上昇により、今まさに影響を受けている。

※「極地」は海洋や淡水生物環境での観測された変化を含む。「海洋・淡水」は、海洋、小島嶼及び大陸の中の地点や広域において観測された変化を含む。
※1：観測結果は、577の研究成果の80,000以上のデータ群から選ばれた、29,000のデータから得られたものである。選出の基準は以下の3点である：（1） データ

が1990年以降に終了していること、（2）最低20年間継続されていること、（3）いずれかの方向に有意な変化を示していること。
※2：ここでの物理環境とは氷雪、凍土、水循環、沿岸部などに関する物理的な事象を、生物環境とは海洋、淡水、陸上における生物に関する事象を意味する。

出典：AR4 SPM

生物環境では約28000観測のうち 90%、物
理環境では約800観測のうち94%で有意な

影響が 生じている。



氷雪圏への影響 ＜現状＞

●気候変化が氷雪圏の自然に影響を与えている。

＜影響の具体例＞
・ 氷河湖の拡大や数の増加。
・ 永久凍土地域での地盤の不安定化、山岳での岩雪崩。
・ 北極及び南極のいくつかの生態系の変化（海氷の生物群集
や上位捕食者を含む）。

水循環への影響 ＜現状＞

●水循環は、世界中で気候変化の影響を受けている。

・氷河や雪解け水が注ぐ多くの河川で、流量増加と春先の

流量ピークの早期化。
・ 多くの地域における湖沼や河川の水温上昇と、それに伴
う水の循環や水質への影響。



陸生生物への影響 ＜現状＞

■近年の温暖化は、陸上生態系に強い影響を与えている。

＜影響の具体例＞
・ 春季の現象（例えば、植物の葉が開く時期、鳥の渡りや産卵行動）の早期化。
・ 動植物の生息域の、極地または高地への移動。

海洋生物、水生生物への影響 ＜現状＞

●海洋及び淡水の生物環境は、水温上昇や、氷の被覆、塩分濃
度、溶存酸素濃度、及び水の循環の変化に関連している。

＜影響の具体例＞
・高緯度海洋における藻類、プランクトン及び魚群の生息域の
移動と存在量の変化。
・高緯度・高地の湖沼における藻類や動物プランクトン発生量
の増加。
・河川における魚類の回遊時期の早 まりと生息域の変化。



人間社会への影響 ＜現状＞

・地域レベルの気温上昇が自然環境及び人間社会に及ぼす、その
他の影響が現れつつある。 ただし、その多くは、人間の適応能力

や気候変化以外の要因のために、検出が難しい。

◆気温上昇の影響に関して、以下の点が報告されている。
・ 北半球の高緯度地域での農業や林業
耕作時期の早期化、火災や害虫による森林かく乱の変質

・ 健康被害
ヨーロッパでの熱波による死亡、媒介生による感染症リスク、北半球
高・中緯度地域における、アレルギー源となる花粉など

・ 北極
北極圏の人間活動（例えば、氷雪上での狩猟や移動）

・ 低標高山岳地帯
山岳スポーツなどの人間活動



気温上昇の程度と様々な分野への影響規模

0 2 3 41

水

生態系

食糧

沿岸域

健康

5℃

0 2 3 4 5℃1

数億人が水不足の深刻化に直面する

小規模農家、自給的農業者・漁業者への複合的で局所的なマイナス影響
低緯度地域における穀物生産性の
低下
中高緯度地域におけるいくつかの
穀物生産性の向上

世界の沿岸湿地
の約30%の消失※

毎年の洪水被害人口が追加的に数百万人増加

※罹（り）病率：病気の発生率のこと

湿潤熱帯地域と高緯度地域での水利用可能性の増加

最大30%の種で絶滅
リスクの増加

地 球 規 模 で の
重大な※絶滅

サンゴの白化の増加 ほとんどのサンゴが白化 広範囲に及ぶサンゴの死滅

種の分布範囲の変化と森林火災リスクの増加

陸域生物圏の正味炭素放出源化が進行～15%
～40%の生態系が影響を受けることで、

洪水と暴風雨による損害の増加

栄養失調、下痢、呼吸器疾患、感染症による社会的負荷の増加

熱波、洪水、干ばつによる罹（り）病率※と死亡率の増加

いくつかの感染症媒介生物の分布変化
医療サービスへの重大な負荷

海洋の深層循環が弱まることによる生態系の変化

中緯度地域と半乾燥低緯度地域での水利用可能性の減少及び干ばつの増加

低緯度地域における
全ての穀物生産性の低下

いくつかの地域で穀物生産
性の低下

※重大な：ここでは40%以上

※2000～2080年の平均海面上昇率4.2mm/年に基づく

1980-1999年に対する世界年平均気温の変化（℃）

気候変化に脆弱な分野においては、たとえ０～１気候変化に脆弱な分野においては、たとえ０～１℃℃のの

気温上昇でも温暖化の悪影響が生じると予測される。気温上昇でも温暖化の悪影響が生じると予測される。

出典：AR4 SPM

予測される将来の影響予測される将来の影響
○ IPCCでは、１９８０年から１９９９年までに比べ、２１世紀末（２０９０年から
２０９９年）の平均気温上昇は１．１～ ６．４℃と予測



適応策と緩和策の双方の重要性適応策と緩和策の双方の重要性

出典：AR4 SPM

適応策の具体例： モルディブ・マレ島護岸建設計画

マレ島 護岸

1987年のサイクロン
による高潮災害の際
は、マレ島の1／3が
冠水し、甚大な被害
を受けるとともに、同
国の首都機能が麻痺
した経緯がある。

2004年12月の津波
の後、護岸のおかげ
で多くの命が救われ、
首都は無事だった。

出典：JICA (2001) Annual Evaluation Report.

・ 適応策と緩和策を組み合

わせることにより、気候変

化に伴うリスクをさらに低

減することができる。

・ 最も厳しい緩和努力でも、

今後数十年間は、気候

変化のさらなる影響を回

避できない。適応は、特

に短期的な影響への対

処において不可欠となる。

・ 気候変化が緩和されない

場合、長期的には、自然

環境、人間社会の適応

能力の限界を超える。



温暖化の影響閾値と経済的評価温暖化の影響閾値と経済的評価

気温上昇の程度と様々な分野への影響規模

出典：AR4 SPM

•将来の気候変化の影響は、地域によってまちまちである。

•世界平均気温の上昇が1990年レベルから1～3℃未満である
場合、便益とコストが地域・分野で混在する。

•気温の上昇が約2～3℃以上である場合には、すべての地域は
正味の便益の減少か正味のコストの増加のいずれかを被る可能

性が非常に高い。

• これらの報告は「4℃の温暖化が起こると、途上国はより多くの
パーセントの損失を経験すると予想される一方、世界平均損失

はGDPの1～5%となり得るであろう」との第３次評価の結論を再

認識するもの。ただし、世界で合算した数値は、多くの定量化で

きない影響を含めることができないため、過小評価である可能

性が非常に高い。

気温気温22～～33℃℃以上でどの地域も恩恵が減るか損失が増える以上でどの地域も恩恵が減るか損失が増える



スターン・レビューの概要スターン・レビューの概要（2006年10月30日公表）

• 地球温暖化を放置すれば、経済的損
失は１９３０年代の大恐慌や２度の世
界大戦に相当する規模になる。

• 現在のペースで温暖化が進んだ場合
(Business as Usual、なりゆき）、世
界の総生産（ＧＤＰ）の5%～最大２
０％に上る損失が予測される。

• 一方、温暖化の原因となる温室効果
ガスの排出を抑えるために必要なコ
ストは、世界のＧＤＰ総計の１％前後
にとどまる。経済成長と環境保護を
両立させることは可能。

気温上昇、安定化濃度、気温上昇、安定化濃度、
影響の関係影響の関係



IPCC 第三次報告の全球
影響の統合評価（横軸は１
９９０年比の気温上昇、縦
軸はGDP損失）

スターンレビューでは、統
合評価モデルPAGE2002
により全球影響を総合的
に評価

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ気候ｼﾅﾘｵ（市場影響＋災害ﾘｽｸ）

高推移気候ｼﾅﾘｵ（市場影響＋災害ﾘｽｸ）

高推移気候ｼﾅﾘｵ（市場影響＋災害ﾘｽｸ＋非市場
ﾘｽｸ）

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ気候ｼﾅﾘｵ（市場影響＋災害ﾘｽｸ+非市場ﾘ
ｽｸ）

①ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ気候ｼﾅﾘｵ（ＳＲＥＳ Ａ２ｼﾅﾘｵ、気温上
昇は産業革命前比）

３．９℃ （2100年）、７．４℃ （２２００年）

②高推移気候ｼﾅﾘｵ（＋森林吸収源減少、永久凍
土からのメタン放出）

４．３℃ （２１００年）、８．６℃ （２２００年）

４℃気温上昇でGDP
損失１～５％

損失５～20%＊

＊衡平性を考慮するた
めに地域重み付け効
果２５％増を考慮



スターン・レビューの評価スターン・レビューの評価

※1 通常の経済現象とは異なる気候システムと意思決定の特性： 不
可逆性、気候システムに内在する時間的遅れ、長期間及び世代間
にわたる継続的な影響、世界全域に分散した主体への影響、世界
規模の同意と意思決定の困難性と遅れ、新たな制約要件としての
炭素経済などの考慮。

※2 予防的回避： 危険なレベルやオーバーシュートの回避、コスト推
定や割引率設定に見られる安全側を強調した見積もりを行う。

※3 温暖化回避政策の積極的誘導： 現時点からの摂動としての限
界的な政策ではなく、二酸化炭素排出による外部不経済の本格的
な取り込み、技術の内生的進歩の考慮、など気候安定化目標に到
達するために重要となる積極的政策の誘導を狙っている。

※4 経済学的な知見を集約・組織化： 以上のような点から、主流的
な経済学から一歩踏み出している点に批判を生む可能性を有する
が、政策科学、経済学及び地球環境倫理の融合を積極的に行うこ
とによって、実際課題への大胆な提言を行っている。

「気候変動の科学的特性（※１）」を踏まえ、気候リスクを予防的に回避
する（※2）ための政策を誘導（※3）する意図のもとで、経済学的な知
見を集約・組織化したもの（※4）」と評価できる。

出典：国立環境研、2007:スターン・レビューに対するコメント.


